
証券コード　6488
平成30年６月８日

株 主 各 位
名古屋市瑞穂区二野町７番３号
株式会社　ヨ　シ　タ　ケ

取締役社長 山 田 　 哲

第75期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第75期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご
通知申しあげます。
　なお、ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、
平成30年６月22日（金曜日）午後５時15分までに到着するようご返送くださいますようお願い
申しあげます。

敬　具
記

1. 日 時 平成30年６月25日（月曜日）午前10時
2. 場 所 名古屋市中区金山町一丁目１番１号

ＡＮＡクラウンプラザホテルグランコート名古屋
７階　ザ・グランコートⅠ
※会場のホテルは昨年と変更ありませんが、ホテル内の会場を５階より７階に変
更いたしました。お間違えのないようご注意ください。

3. 会議の目的事項
報 告 事 項 1.　第75期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告、

連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

2.　第75期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算書類報
告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役７名選任の件
第４号議案 監査役１名選任の件
第５号議案 会計監査人選任の件

以　上

　当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.yoshitake.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
第 75 期 事 業 報 告

(平成29年 4 月 1 日から)平成30年 3 月31日まで

1.　企業集団の現況に関する事項
⑴　企業集団の事業の経過およびその成果
当連結会計年度における我が国の経済は、個人消費においては堅調な雇用・所得情勢を背
景に緩やかに回復し、消費者マインドは改善傾向が続きました。企業においては設備投資や
輸出、生産等も持ち直しの動きが継続するなど企業活動も総じて堅調に推移し、全体として
緩やかな回復基調で推移しました。今後については、世界経済の持ち直しやオリンピック関
連施設・宿泊施設等への建設投資、少子高齢化による労働力不足等に伴う省力化・効率化に
向けた投資の増加などを背景に更なる回復基調が期待されるものの、米中の貿易摩擦をめぐ
る緊張感の高まりやアジア新興国における政策動向等により海外経済は依然不確実性をはら
んでおり、近隣諸国における地政学リスクへの懸念も依然として予断を許さない状況が続い
ております。
当社グループにおきましては、経営の効率化と業績の向上に努めるべく、海外販路の拡大
や提案型営業の推進などに取り組み、国内外のマーケットへ向け営業活動を強化してまいり
ました。こうした活動の結果、工場設備市場を中心に蒸気配管向け製品の好調などもあり国
内顧客向け販売は堅調に推移しました。また海外顧客向け販売においては、過去最高売上を
達成し、特に中国や東アジア地域での販売を大きく伸ばすなど、販売活動全体としては好調
に推移しました。
このような状況の下、当社グループは一丸となり、引き続き積極的な提案営業を展開いた
しました結果、連結売上高は67億87百万円（前期比5.9%増）となりました。
損益面では、生産の効率化、工数低減やコスト削減を徹底したものの、海外関連会社の持
分法による投資利益が減少したことや為替の影響などもあり、経常利益は８億47百万円（前
期比0.8％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は６億47百万円（前期比4.2％増）となり
ました。

⑵　設備投資の状況
　当社グループが当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は６億80百万円で
あります。
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⑶　資金調達の状況
　該当事項はありません。

⑷　企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分 第72期
（平成26年度）

第73期
（平成27年度）

第74期
（平成28年度）

第75期
(当連結会計年度)
（平成29年度）

売 上 高（百万円） 6,374 6,363 6,412 6,787

経 常 利 益（百万円） 578 697 854 847
親 会 社 株 主に帰属
す る 当 期 純 利 益（百万円） 281 502 621 647

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 44円16銭 78円81銭 97円35銭 101円42銭

総 資 産（百万円） 11,794 11,895 12,249 12,725

純 資 産（百万円） 9,577 9,666 10,062 10,730

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,489円49銭 1,504円59銭 1,565円67銭 1,670円58銭
　(注)　第75期の状況につきましては、前記「⑴　企業集団の事業の経過およびその成果」に記載のとおりであ

ります。

⑸　重要な親会社および子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。
②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

ヨシタケ・ワークス・タイランド 745百万バーツ 100.00％ 鋳造品の製造販売および各種バルブ
の製造販売

カ ワ キ 計 測 工 業 ㈱ 10百万円 100.00％ 計測器の設計製造ならびに販売

宏 洋 サ ン テ ッ ク ㈱ 10百万円 100.00％ 各種バルブの販売

ヨシタケ・アームストロング㈱ 10百万円 50.00％ 各種バルブの販売
③　他の会社の株式の取得の状況
　該当事項はありません。
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⑹　対処すべき課題
　当社グループは、継続的な成長を目指して次のような課題に取り組み、経営の効率化と業
績の向上に努めてまいります。
①　海外販路の拡大
②　建築設備物件の受注率の向上
③　提案型営業の推進
④　生産リードタイムの短縮
⑤　生産キャパシティの拡大
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご指導を賜りますようお願い申し
あげます。

⑺　主要な事業内容（平成30年３月31日現在）
自動調整弁の製造、販売

⑻　企業集団の主要拠点等（平成30年３月31日現在）
①　当社
本　社：名古屋市瑞穂区
工　場：愛知県小牧市
営業所：東京都中央区、名古屋市瑞穂区、大阪市西区、札幌市中央区、仙台市宮城野区、

静岡市駿河区、富山県高岡市、広島市中区、福岡市博多区
②　子会社
ヨシタケ・ワークス・タイランド：タイ国チョンブリ
カワキ計測工業㈱：兵庫県明石市
宏洋サンテック㈱：愛知県小牧市
ヨシタケ・アームストロング㈱：名古屋市瑞穂区
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⑼　使用人の状況（平成30年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

使　 用　 人　 数（名) 前連結会計年度末比増減（名）

475 +6
　(注)　使用人数は就業人員であり、臨時従業員を含んでおりません。

臨時従業員数の平均雇用人数は96名であります。

②　当社の使用人の状況
使　用　人　数（名) 前事業年度末比増減（名) 平　均　年　齢（歳) 平均勤続年数（年)

203 +5 41.1 15.5
　(注)　使用人数は就業人員であり、臨時従業員を含んでおりません。

臨時従業員数の平均雇用人数は63名であります。

⑽　主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）
　該当事項はありません。
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2.　株式に関する事項（平成30年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 22,665,878株
⑵　発行済株式総数 6,967,473株 （自己株式585,133株を含む）
⑶　株主数 1,536名
⑷　上位10名の株主

株 主 名
当社への出資状況

持株数（株） 持株比率（％)

有 限 会 社 プ ラ ス フ ァ イ ブ 2,250,720 35.2
DAIWA CM SINGAPORE LTD-NOMINEE 
PLUS SEVEN PTE. LTD. 697,700 10.9

ワ イ ズ 共 栄 会 487,900 7.6
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託
口） 138,300 2.1

ヨ シ タ ケ 社 員 持 株 会 126,724 1.9

東 芳 工 業 株 式 会 社 103,360 1.6

山 田 怜 子 98,600 1.5

吉 田 　 均 87,840 1.3

島 　 亜 紀 87,740 1.3

株 式 会 社 昭 和 螺 旋 管 製 作 所 84,500 1.3
　(注)　持株比率は、自己株式を除く発行済株式総数に対する持株数の割合であります。

3.　新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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4.　会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の状況（平成30年３月31日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 山 田 　 哲

取 締 役 山 田 　 進 相談役

取 締 役 島 　 勝 彦 総務部長兼経理部長

取 締 役 吉 野 幸 司 エンジニアリング事業本部長兼品質保証部担当

取 締 役 加 藤 　 敦 ㈱セーシン　代表取締役

常 勤 監 査 役 古 平 篤 彦

監 査 役 田 嶋 好 博

監 査 役 林 　 宏 忠
㈱メイネツ　代表取締役
デルタ㈱　代表取締役

　(注）1.　取締役　加藤　敦は、社外取締役であります。
2.　監査役　田嶋　好博および林　宏忠は、社外監査役であります。
3.　取締役　加藤　敦および監査役　田嶋　好博ならびに林　宏忠は東京証券取引所が定める独立役員
であります。

4.　代表取締役　山田　哲および取締役　山田　進の重要な兼職の状況は以下の通りであります。
・山田　哲　ヨシタケ・ワークス・タイランド、カワキ計測工業㈱、宏洋サンテック㈱、アームストロ

ング・ヨシタケおよびヨシタケ・アームストロング㈱の代表取締役
・山田　進　ヨシタケ・ワークス・タイランド、カワキ計測工業㈱、宏洋サンテック㈱、アームストロ

ング・ヨシタケおよびヨシタケ・アームストロング㈱の代表取締役

⑵　取締役および監査役の報酬等の総額
報 酬 賞 与 支払額合計

（千円）支給人数（名) 支払額（千円) 支給人数（名) 支払額（千円)

取 締 役 5 94,806 ― ― 94,806

監 査 役 3 16,500 ― ― 16,500

合 計 8 111,306 ― ― 111,306
　(注）1.　取締役への支給額には、使用人兼務取締役の使用人部分給与は含まれておりません。

2.　上記のほか、取締役・監査役に対する役員退職慰労引当金繰入額は、10,650千円（うち、取締役５
名8,650千円、監査役３名2,000千円）であります。
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⑶　社外役員に関する事項
①　重要な兼職先との関係
　取締役　加藤　敦は株式会社セーシンの代表取締役を務めており、当社と同社との間に
特別な利害関係はありません。
　監査役　林　宏忠は株式会社メイネツおよびデルタ株式会社の代表取締役を務めており、
当社とこれらの会社との間に特別な利害関係はありません。
②　当事業年度における主な活動状況

取 締 役 会 監 査 役 会

出席回数（回) 出 席 率（％) 出席回数（回) 出 席 率（％)

加 藤 　 敦 14回中13回 92.9 ― ―

田 嶋 好 博 14回中11回 78.6 13回中11回 84.6

林 　 宏 忠 14回中13回 92.9 13回中13回 100.0
　(注)　取締役　加藤　敦は、取締役会において議案審議等に必要な発言を適宜行っております。また、監査役

田嶋　好博および林　宏忠は、取締役会において議案審議等に必要な助言を適宜行うとともに、監査役会
において適宜必要な発言を行っております。
③　責任限定契約に関する事項
　当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害
賠償責任の限度額は社外取締役、社外監査役とも会社法第425条第１項に定める最低責任
限度額とし、当該責任限定が認められるのはその職務を行うにつき善意でありかつ重大な
過失がなかった時に限られます。
④　当事業年度に係る報酬の総額

支 給 人  員（名) 支 給 総 額（千円)

社 外 取 締 役 1 1,200

社 外 監 査 役 2 4,500
　(注)　上記のほか、社外役員に対する役員退職慰労引当金繰入額は以下の通りであります。

社外取締役 １名 250千円
社外監査役 ２名 500千円
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5.　会計監査人に関する事項
⑴　氏名または名称
有限責任監査法人　トーマツ

⑵　責任限定契約に関する事項
　該当事項はありません。

⑶　会計監査人への報酬等の額
支 払 額（千円)

報酬等の額 17,000

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 17,600
　(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠等
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

３．当社の重要な子会社のうち在外子会社については、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けて
います。

⑷　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑸　解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨および
その理由を報告いたします。
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6.　業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
⑴業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の
業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体
制
　取締役会は、取締役会規則により会社の業務執行を決議する。子会社における重要事項
についても当社規定に準じた形で議案として提出され取締役会において審議される。代表
取締役は取締役会から委任された当社グループの業務執行の決定を行うとともに、取締役
会決議、社内規定に従い職務を執行する。取締役会が取締役の職務の執行を監督するため、
取締役は取締役会に報告するとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視、監督する。
取締役の職務執行状況は監査基準および監査計画に基づき監査役の監査を受けるものとす
る。
　業務執行部門から独立した内部監査室が定期的に当社および重要性の高い子会社に対す
る内部監査を実施し、その結果を被監査部門にフィードバックするとともに、代表取締役
および監査役に適宜報告する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　法令および文書管理規定に基づき、定められた場所に定められた期間を適切に保存およ
び管理する。
　取締役および監査役はこれらの情報を常時閲覧することができる。

③　当社グループの損失の危険管理に関する規程その他の体制
　全社的なリスクは管理部門が統括的に管理するが、各部門固有の業務に付随するリスク
については各部門長が、それぞれ自部門に内在するリスクを把握、分析、評価したうえで
適切な対策を実施するとともに、使用人への教育を実施する。子会社のリスクに関しては
子会社を管轄する取締役および責任者が常時監視するとともに当社取締役会に報告する体
制をとる。
　当社グループ内に不測の事態が発生した場合は、当社社長指揮下の対策本部を設置し、
迅速かつ適正な対応を行い、損害を最小限に抑える体制を整える。

④　当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための基礎として、取締
役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要事項の決定なら
びに取締役の業務執行状況の監督等を行っている。年度予算を立案し、全社的および各部
門が実施すべき具体的な目標設定を行う。また、取締役、監査役および部門長により構成
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される予算委員会を毎月１回開催し、各部門長から実績報告を行い、予実績管理を実施す
る。
　子会社においても当社に準じた体制を取るとともに、重要事項ならびに予実績分析を取
締役会に報告する。

⑤　当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　子会社の経営については、事業の経過について定期的な報告を求めるほか、重要案件に
ついては事前協議を行う。当社から取締役または監査役を派遣し、子会社が当社の経営方
針に沿って適正に運営されていることを確認する体制とする。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項および当該使用人の取締役からの独立性ならびに当該使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項
　監査役は、必要に応じて内部監査担当者を補助者とし、監査業務に必要な事項を命令す
ることができる。内部監査担当者は、監査役会との協議により監査役の要請した事項の臨
時監査を実施し、その結果を監査役会に報告する。
　監査役より監査業務に必要な命令を受けた補助者は、その命令に関して監査役以外の者
の指揮命令を受けない。当該使用人の任免、異動、人事評価に関しては、監査役の同意を
得なければならないものとする。

⑦　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役からその職務の執行について生ずる費用等の請求があった場合には、当該監査役
の職務の執行に必要で無いと認められた場合を除き、直ちにこれを負担する。

⑧　取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体
制
　監査役は取締役会のほか、当社グループ内の重要な会議に出席するとともに、主要な稟
議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて担当取締役（子会社を含
む）または使用人に説明を求めることとする。
　業務運用にかかる不適切な行為の兆候もしくは不適切な行為が発見された場合、発見者
は内部通報制度運用規定に則り取締役および経営者に直接通報する体制を取っており、通
報を受けたものは遅滞無く監査役へ報告する。
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⑨　前号の報告をしたものが当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制
　内部通報制度運用規定に基づき総務部長が統括責任者となり、報告者の職場環境が悪化
することの無いよう適切な処置を取る。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制
　監査役会は毎月１回開催され、年間計画に基づき取締役と重要課題等について意見交換
を行う。
　監査役は、内部監査室と定期的な会合を持つほか、会計監査人から会計監査内容につい
て説明を受け、情報の交換を行うとともに、連携して監査の実効性を確保する。

⑵業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当期における主な運用状況は以下のとおりであります。
①　内部統制システム
　当社およびグループ各社の内部統制システム全般の整備・運用状況については内部監査
室による定期的な維持監査による運用確認のほか、組織の改正、関連法令の改正などに対
応し、整備・改定に取り組んでおります。

②　内部監査
　内部管理体制の整備・運用状況につきましては、当社グループ内の内部牽制組織として
社長の直轄で内部監査室を設置し、委嘱を受けた内部監査員１名が年間監査計画に基づき
日常業務の適法性、適正性の監査を実施するとともに、各部門および内部統制上の重要性
の高い子会社に対して業務改善に関する指摘、助言を行い、業務の効率化や改善を図って
おります。

③　取締役会
　取締役会は原則毎月開催され、取締役の職務の執行状況、内部統制システムの運用状況、
経営計画の進捗状況、経営リスク等について審議しております。

④　監査役会
　監査役会は社外監査役２名を含む３名で構成され、客観的で公正な監査をはかるほか、
各監査役は取締役会およびその他の重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べるなど、
客観的な立場で取締役の職務執行について監督機能を発揮しております。

……………………………………………………………………………………………………………………………………
本事業報告の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表
（平成30年３月31日現在） (単位：千円)

区 分 金 額 区 分 金 額
（資産の部）

Ⅰ 流 動 資 産
1 現 金 及 び 預 金
2 受 取 手 形 及 び 売 掛 金
3 有 価 証 券
4 商 品 及 び 製 品
5 仕 掛 品
6 原 材 料 及 び 貯 蔵 品
7 繰 延 税 金 資 産
8 そ の 他

貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計

Ⅱ 固 定 資 産
1 有 形 固 定 資 産
⑴ 建 物 及 び 構 築 物
⑵ 機械装置及び運搬具
⑶ 土 地
⑷ リ ー ス 資 産
⑸ 建 設 仮 勘 定
⑹ そ の 他
有 形 固 定 資 産 合 計

2 無 形 固 定 資 産
⑴ そ の 他
無 形 固 定 資 産 合 計

3 投 資 そ の 他 の 資 産
⑴ 投 資 有 価 証 券
⑵ 長 期 貸 付 金
⑶ 繰 延 税 金 資 産
⑷ そ の 他
投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計
資 産 合 計

1,317,035
2,337,077
500,770
1,119,853
666,842
828,558
18,415
164,592
△230

6,952,916

1,340,227
1,446,736
781,859
46,981
74,810
97,559

3,788,175

70,286
70,286

1,442,209
4,019

206,695
260,757
1,913,682
5,772,144
12,725,061

（負債の部）
Ⅰ 流 動 負 債
1 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 651,544
2 １年内返済予定の長期借入金 28,560
3 リ ー ス 債 務 32,779
4 未 払 法 人 税 等 89,783
5 未 払 消 費 税 等 13,173
6 賞 与 引 当 金 159,497
7 そ の 他 180,133
流 動 負 債 合 計 1,155,471

Ⅱ 固 定 負 債
1 長 期 借 入 金 19,120
2 リ ー ス 債 務 31,557
3 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 263,509
4 退 職 給 付 に 係 る 負 債 494,452
5 資 産 除 去 債 務 29,961
固 定 負 債 合 計 838,601
負 債 合 計 1,994,073
（純資産の部）

Ⅰ 株 主 資 本
1 資 本 金 1,908,674
2 資 本 剰 余 金 2,657,905
3 利 益 剰 余 金 6,270,182
4 自 己 株 式 △454,776
株 主 資 本 合 計 10,381,986

Ⅱ その他の包括利益累計額
1 その他有価証券評価差額金 70,948
2 為 替 換 算 調 整 勘 定 209,252
その他の包括利益累計額合計 280,200
非 支 配 株 主 持 分 68,800
純 資 産 合 計 10,730,988
負 債 純 資 産 合 計 12,725,061
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連結損益計算書
（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

(単位：千円)
区 分 金 額

Ⅰ 売 上 高 6,787,922
Ⅱ 売 上 原 価 3,982,771

売 上 総 利 益 2,805,150
Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,111,788

営 業 利 益 693,362
Ⅳ 営 業 外 収 益
1 受 取 利 息 30,866
2 受 取 配 当 金 3,223
3 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 160,666
4 そ の 他 34,376 229,133

Ⅴ 営 業 外 費 用
1 支 払 利 息 1,413
2 売 上 割 引 9,719
3 固 定 資 産 除 売 却 損 1,815
4 為 替 差 損 57,276
5 そ の 他 4,882 75,107
経 常 利 益 847,388
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 847,388
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 182,526
法 人 税 等 調 整 額 8,448 190,974
当 期 純 利 益 656,414
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 9,142
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 647,271
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連結株主資本等変動計算書
（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

(単位：千円)

項 目
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成29年４月１日残高 1,908,674 2,657,905 5,814,380 △454,776 9,926,185

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △191,470 △191,470
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 647,271 647,271

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連 結 会 計年度中の
変 動 額 合 計 ― ― 455,801 ― 455,801

平成30年３月31日残高 1,908,674 2,657,905 6,270,182 △454,776 10,381,986

(単位：千円)

項 目
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

平成29年４月１日残高 38,511 27,959 66,471 69,657 10,062,314

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △191,470
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 647,271

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 32,437 181,292 213,729 △857 212,872

連 結 会 計年度中の
変 動 額 合 計 32,437 181,292 213,729 △857 668,674

平成30年３月31日残高 70,948 209,252 280,200 68,800 10,730,988
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1.　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項…………連結子会社の数：４社

連結子会社：ヨシタケ・ワークス・タイランド、カワキ計測工業㈱、宏
洋サンテック㈱、ヨシタケ・アームストロング㈱

⑵　持分法の適用に関する事項………持分法を適用した関連会社の数　２社
持分法を適用した関連会社：アームストロング・ヨシタケ、

エバーラスティング・バルブ
持分法の適用会社のうち決算日が連結決算日と異なる会社については各
社の直近の事業年度にかかる計算書類を使用しております。

⑶　会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準および評価方法
Ａ.　有価証券

その他有価証券………………時価のあるもの……連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額
は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法
Ｂ.　たな卸資産

商品及び製品、………………
仕掛品、原材料

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定)

貯蔵品…………………………主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
Ａ.　有形固定資産…………………

(リース資産を除く)
当社および国内連結子会社は定率法
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く)
ならびに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物
については定額法によっております。
在外連結子会社は定額法
なお、主な耐用年数は建物10年～50年、機械装置12年であります。

Ｂ.　無形固定資産…………………定額法
(リース資産を除く)
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Ｃ.　リース資産……………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお
ります。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

③重要な引当金の計上基準
Ａ.　貸倒引当金……………………当社および国内連結子会社は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

Ｂ.　賞与引当金……………………当社および国内連結子会社は従業員の賞与の支出に備えるため、支給見
込額基準により計上しております。

Ｃ.　役員退職慰労引当金…………当社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年
度末要支給額を計上しております。

④退職給付に係る会計処理の方法…従業員の退職給付に備えるため、連結会計年度末における退職給付債務
（当社は自己都合要支給額、国内連結子会社は自己都合要支給額から中
小企業退職金共済の要支給額を控除した額、在外連結子会社は所在地国
の制度に基づき計算された期末要支給額）および年金資産に基づき計上
しております。

⑤その他連結計算書類作成のための重要な事項
Ａ.　重要な外貨建の資産…………

又は負債の本邦通貨
への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。
なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決算日または各社の決算
日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場
により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定
に含めて計上しております。

Ｂ.　消費税等の会計処理…………税抜方式を採用しております。
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2.　連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産 建 物 及 び 構 築 物 189,589千円

土 地 322,855千円
そ の 他 固 定 資 産 6,758千円
合 計 519,202千円

上記に対応する債務 流 動 負 債 そ の 他 8,258千円
合 計 8,258千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 4,869,276千円

⑶　手形割引高および裏書譲渡高 輸 出 手 形 割 引 高 4,397千円

⑷　期末日満期手形の処理
　当連結会計年度の末日は休日でありますが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当
連結会計年度末残高から除かれている当連結会計年度末日満期手形は次のとおりであります。

受 取 手 形 39,654千円
支 払 手 形 52,999千円
電 子 記 録 債 権 3,102千円
電 子 記 録 債 務 77,059千円
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3.　連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首
の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普通株式 6,967,473株 ―株 ―株 6,967,473株

⑵　剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額
　平成29年６月23日開催の第74期定時株主総会決議による配当に関する事項

配 当 金 の 総 額 191,470千円
１株当たり配当額 30円
基 準 日 平成29年 3 月31日
効 力 発 生 日 平成29年 6 月26日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　平成30年６月25日開催予定の第75期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

配 当 金 の 総 額 204,234千円
１株当たり配当額 32円
基 準 日 平成30年 3 月31日
効 力 発 生 日 平成30年 6 月26日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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4.　金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
当社グループは、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、資金の調達を必要とする場合は主
として銀行等金融機関からの借入により行っております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っております。
また、有価証券および投資有価証券は株式および債券であり、上場株式および債券については四半期ごと
に時価の把握を行っております。さらに、社員に対し長期貸付けを行っております。
借入金およびファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投資に係る資金調達および初期費用の
平準化を目的としたものであり、償還日は決算日後最長４年であります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成30年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額(＊) 時　価(＊) 差 額

①　現金及び預金 1,317,035 1,317,035 ―

②　受取手形及び売掛金 2,337,077 2,337,077 ―

③　有価証券 500,770 500,770 ―

④　投資有価証券

その他有価証券 734,760 734,760 ―

⑤　長期貸付金 4,019 4,111 91

⑥　支払手形及び買掛金 (651,544) (651,544) ―

⑦　１年内返済予定の長期借入金 (28,560) (28,599) △39

⑧　リース債務（流動負債） (32,779) (32,824) △45

⑨　未払法人税等 (89,783) (89,783) ―

⑩　未払消費税等 (13,173) (13,173) ―

⑪　長期借入金 (19,120) (19,171) △51

⑫　リース債務（固定負債） (31,557) (31,647) △90
　(＊)　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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　(注１)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
①　現金及び預金、②　受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

③　有価証券、④　投資有価証券
有価証券および投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引先金融
機関等から提示された価格等によっております。

⑤　長期貸付金
長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切
な指標により割り引いた現在価値により算定しております。

⑥　支払手形及び買掛金、⑨　未払法人税等、⑩　未払消費税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

⑦　１年内返済予定の長期借入金、⑧　リース債務（流動負債）、⑪　長期借入金、⑫　リース債務
(固定負債)
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入またはリース取引を行った場合に想定される利
率で割り引いた現在価値により算定しております。

　(注２)　関連会社株式（連結貸借対照表計上額696,036千円）および非上場株式（連結貸借対照表計上額11,412
千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるため、関連会社株式については開示を省略し、非上場株式について
は「④　投資有価証券　その他有価証券」に含めておりません。

5.　１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,670円58銭
１株当たり当期純利益 101円42銭
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貸 借 対 照 表
（平成30年３月31日現在） (単位：千円)

区 分 金 額 区 分 金 額
（資産の部）

Ⅰ 流 動 資 産
1 現 金 及 び 預 金
2 受 取 手 形
3 電 子 記 録 債 権
4 売 掛 金
5 有 価 証 券
6 製 品
7 仕 掛 品
8 原 材 料 及 び 貯 蔵 品
9 前 払 費 用
10 繰 延 税 金 資 産
11 関 係 会 社 短 期 貸 付 金
12 そ の 他
流 動 資 産 合 計

Ⅱ 固 定 資 産
1 有 形 固 定 資 産
⑴ 建 物
⑵ 構 築 物
⑶ 機 械 及 び 装 置
⑷ 車 両 運 搬 具
⑸ 工具、器具及び備品
⑹ 土 地
⑺ リ ー ス 資 産
⑻ 建 設 仮 勘 定
有 形 固 定 資 産 合 計

2 無 形 固 定 資 産
⑴ 商 標 権
⑵ ソ フ ト ウ ェ ア
⑶ リ ー ス 資 産
⑷ 電 話 加 入 権
無 形 固 定 資 産 合 計

3 投 資 そ の 他 の 資 産
⑴ 投 資 有 価 証 券
⑵ 関 係 会 社 株 式
⑶ 従業員に対する長期貸付金
⑷ 関係会社長期貸付金
⑸ 長 期 前 払 費 用
⑹ 繰 延 税 金 資 産
⑺ 会 員 権
⑻ 保 険 積 立 金
⑼ そ の 他
投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計
資 産 合 計

730,613
738,906
325,157
1,049,418
500,770
925,416
426,839
432,454
27,789
62,499
160,000
75,082

5,454,945

279,502
8,008

177,690
139

79,878
362,308
43,447
6,672

957,648

205
47,644
11,605
6,895
66,350

746,173
3,215,323

3,349
150,000
20,176
179,722
37,998
144,963
42,510

4,540,218
5,564,217
11,019,163

（負債の部）
Ⅰ 流 動 負 債
1 支 払 手 形 146,914
2 電 子 記 録 債 務 234,219
3 買 掛 金 241,111
4 リ ー ス 債 務 31,645
5 未 払 金 59,824
6 未 払 費 用 68,303
7 未 払 法 人 税 等 46,643
8 未 払 消 費 税 等 8,674
9 前 受 金 186
10 預 り 金 9,769
11 賞 与 引 当 金 139,943
流 動 負 債 合 計 987,234

Ⅱ 固 定 負 債
1 リ ー ス 債 務 28,950
2 退 職 給 付 引 当 金 441,811
3 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 263,509
4 資 産 除 去 債 務 29,961
固 定 負 債 合 計 764,233
負 債 合 計 1,751,467

（純資産の部）
Ⅰ 株 主 資 本
1 資 本 金 1,908,674
2 資 本 剰 余 金
⑴ 資 本 準 備 金 2,657,539
⑵ そ の 他 資 本 剰 余 金 366
資 本 剰 余 金 合 計 2,657,905

3 利 益 剰 余 金
⑴ 利 益 準 備 金 142,525
⑵ そ の 他 利 益 剰 余 金
固定資産圧縮積立金 7,009
繰 越 利 益 剰 余 金 4,935,406

利 益 剰 余 金 合 計 5,084,942
4 自 己 株 式 △454,776
株 主 資 本 合 計 9,196,746

Ⅱ 評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 70,948
評 価 ・換算差額等合計 70,948
純 資 産 合 計 9,267,695
負 債 純 資 産 合 計 11,019,163
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損 益 計 算 書
（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

(単位：千円)
区 分 金 額

Ⅰ 売 上 高 5,666,866
Ⅱ 売 上 原 価
1 製 品 期 首 た な 卸 高 746,821
2 当 期 製 品 製 造 原 価 3,820,179
合 計 4,567,001
3 製 品 期 末 た な 卸 高 925,416 3,641,585
売 上 総 利 益 2,025,281

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,770,678
営 業 利 益 254,602

Ⅳ 営 業 外 収 益
1 受 取 利 息 4,312
2 有 価 証 券 利 息 30,211
3 受 取 配 当 金 211,911
4 受 取 賃 貸 料 3,269
5 そ の 他 13,052 262,757

Ⅴ 営 業 外 費 用
1 支 払 利 息 969
2 売 上 割 引 9,098
3 為 替 差 損 28,468
4 そ の 他 3,267 41,803
経 常 利 益 475,556
税 引 前 当 期 純 利 益 475,556
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 87,787
法 人 税 等 調 整 額 △17,500 70,286
当 期 純 利 益 405,269
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株主資本等変動計算書
（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

(単位：千円)

項 目

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

平成29年４月１日残高 1,908,674 2,657,539 366 2,657,905 142,525 7,490 4,721,127 4,871,143 △454,776 8,982,947
事 業 年 度 中 の 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 △480 480 ― ―
剰 余 金 の 配 当 △191,470 △191,470 △191,470
当 期 純 利 益 405,269 405,269 405,269
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額 )
事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― ― △480 214,279 213,799 ― 213,799
平成30年３月31日残高 1,908,674 2,657,539 366 2,657,905 142,525 7,009 4,935,406 5,084,942 △454,776 9,196,746

(単位：千円)

項 目
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成29年４月１日残高 38,511 38,511 9,021,458
事 業 年 度 中 の 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 ―
剰 余 金 の 配 当 △191,470
当 期 純 利 益 405,269
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額 ) 32,437 32,437 32,437

事業年度中の変動額合計 32,437 32,437 246,236
平成30年３月31日残高 70,948 70,948 9,267,695
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1.　重要な会計方針
⑴　有価証券の評価基準および評価方法
①子会社株式および関連会社株式……移動平均法による原価法
②その他有価証券………………………時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

⑵　たな卸資産の評価基準および評価方法
①製品、仕掛品、原材料………………総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)
②貯蔵品…………………………………最終仕入原価法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

⑶　固定資産の減価償却方法
①有形固定資産…………………………
（リース資産を除く）

定率法
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）ならびに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備および構
築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は建物10年～50年、機械装置12年であります。

②無形固定資産…………………………
（リース資産を除く）

定額法

③リース資産……………………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して
おります。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
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⑷　引当金の計上基準
①貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金……………………………従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額基準により計上してお
ります。

③退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
（自己都合要支給額）および年金資産に基づき計上しております。

④役員退職慰労引当金…………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。

⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①外貨建の資産又は負債の……………
本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。

②消費税等の会計処理…………………税抜方式を採用しております。

2.　貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産 建 物 189,589千円

土 地 322,855千円
合 計 512,444千円
なお、当事業年度末において担保権によって担保されている債務の残
高はありません。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 3,250,819千円

⑶　保証債務
　他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。
カワキ計測工業㈱ 47,680千円

⑷　手形割引高および裏書譲渡高 輸 出 手 形 割 引 高 4,397千円

⑸　関係会社に対する金銭債権債務 短 期 金 銭 債 権 154,804千円
短 期 金 銭 債 務 152,482千円

⑹　期末日満期手形の処理
　当事業年度の末日は休日でありますが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当事業
年度末残高から除かれている当事業年度末日満期手形は次のとおりであります。

受 取 手 形 38,638千円
支 払 手 形 41,125千円
電 子 記 録 債 権 3,102千円
電 子 記 録 債 務 77,059千円
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3.　損益計算書に関する注記
関係会社との取引高 売 上 高 403,344千円

仕 入 高 1,523,561千円
材 料 有 償 支 給 高 111,211千円
営業取引以外の取引高 233,249千円

4.　株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数 普 通 株 式 585,133株

5.　税効果会計に関する注記
　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
未 払 事 業 税 7,042千円
賞 与 引 当 金 42,626千円
退 職 給 付 引 当 金 135,194千円
役員退職慰労引当金 80,633千円
資 産 除 去 債 務 9,168千円
会 員 権 評 価 損 17,262千円
減 損 損 失 8,827千円
そ の 他 15,610千円
繰延税金資産小計 316,366千円
評 価 性 引 当 額 △37,977千円
繰延税金資産合計 278,389千円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △31,077千円
固定資産圧縮積立金 △3,371千円
そ の 他 △1,720千円
繰延税金負債合計 △36,168千円
繰延税金資産の純額 242,221千円
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6.　関連当事者との取引に関する注記
子会社

種類 会社等の名称 議決権の
所有割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科　目 期末残高
（千円）

子会社
ヨシタケ・
ワークス・
タイランド

直接
100.0

当社製品の
製造

役員の兼任

製品等の
仕入(注1)

1,397,007
(注3) 買掛金 133,031

製品等の
販売(注1)

138,877
(注3) 売掛金 38,647

資金の
貸付け(注2) 100,000

関係会社
短期
貸付金

160,000

関係会社
長期
貸付金

150,000

利息の
受取り(注2) 3,999 流動資産

（その他） 672

　(注１)　価格その他の取引条件は市場実勢を参考に当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しておりま
す。

　(注２)　資金の貸付けについては、貸付実行時に市場金利を勘案し、合理的に決定した固定金利としておりま
す。なお、担保は受け入れておりません。

　(注３)　取引金額には消費税等は含まれておりません。
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7.　退職給付に関する注記
⑴　採用している退職給付制度の概要
　当社は退職年金規定に基づき、退職一時金制度を設けております。
　当社は退職一時金制度による事業年度末における自己都合要支給額から年金資産を控除し退職給付引
当金を計算する簡便法を採用しております。

⑵　確定給付制度
①簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金期首残高 473,860千円
退職給付費用 66,881千円
退職給付の支払額 47,457千円
制度への拠出額 51,472千円
退職給付引当金期末残高 441,811千円

②退職給付債務および年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
積立型制度の退職給付債務 419,969千円
年金資産 △419,969千円

―千円
非積立型制度の退職給付債務 441,811千円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 441,811千円

退職給付引当金 441,811千円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 441,811千円
（注）確定給付年金が一時金制度の内枠となっているため、自己都合

要支給額のうち年金資産相当部分を積立型として記載し、年金
資産を超える部分を非積立型として記載しております。

③退職給付費用
簡便法で計算した退職給付費用 66,881千円

8.　１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,452円８銭
１株当たり当期純利益 63円50銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年５月17日
株 式 会 社　ヨ　シ　タ　ケ
取　締　役　会　　御　中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 淺井明紀子 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 大 村 広 樹 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ヨシタケの平成２９年４月１日から平成３０年
３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
株式会社ヨシタケ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年５月17日
株 式 会 社　ヨ　シ　タ　ケ
取　締　役　会　　御　中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 淺井明紀子 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 大 村 広 樹 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ヨシタケの平成２９年４月１日から平成
３０年３月３１日までの第７５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、
重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明
細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及び
その附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及
びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示
を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第75期事業年度の取締役の職務の執行に関して、
各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける
ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締
役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討
いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら｢職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を｢監査
に関する品質管理基準｣(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照表、損益計算書及
び株主資本等変動計算書)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株
主資本等変動計算書)について検討いたしました。
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2.　監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに
関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月18日

株式会社ヨシタケ 監 査 役 会 常勤監査役 古 平 篤 彦 ㊞
社外監査役 田 嶋 好 博 ㊞
社外監査役 林 　 宏 忠 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　　剰余金処分の件
　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
　第75期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の
事業展開等を勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。
①　配当財産の種類
　金銭といたします。

②　配当財産の割り当てに関する事項およびその総額
　当社普通株式１株につき金32円にいたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は204,234,880円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　平成30年６月26日といたしたいと存じます。
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第２号議案　　定款一部変更の件
１．提案の理由
すべての監査役が期待される役割を十分に発揮できるようにするため、社
外監査役でない監査役とも責任限定契約を締結できるよう、現行定款第33条
（社外監査役との責任限定契約）に所要の変更を行うものであります。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案
第５章　監査役及び監査役会 第５章　監査役及び監査役会

（社外監査役との責任限定契約） （監査役との責任限定契約）
第33条　当会社は、会社法第427条第１項の規

定により、社外監査役との間に、同法第
423条第1項の賠償責任を限定する契約
を締結することができる。ただし、当該
契約に基づく賠償責任の限度額は、法令
が定める額とする。

第33条　当会社は、会社法第427条第１項の規
定により、監査役との間に、同法第423
条第1項の賠償責任を限定する契約を締
結することができる。ただし、当該契約
に基づく賠償責任の限度額は、法令が定
める額とする。
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第３号議案　　取締役７名選任の件
　取締役５名全員が、本総会の終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、経営体制の強化を図るため、２名を増員し取締役７名の選
任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 ) 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

１ 山 田 　 哲
(昭和44年７月28日生)

平成８年３月 当社入社

20,832株

平成11年12月 当社退社
平成13年10月 当社入社　社長室長
平成14年６月 当社取締役社長室長兼営業本部副本部長
平成16年４月 当社代表取締役副社長
平成18年６月 当社代表取締役社長

現在に至る
〔重要な兼職の状況〕
ヨシタケ・アームストロング株式会社　代表取締役社長
アームストロング・ヨシタケ株式会社　代表取締役
ヨシタケ・ワークス・タイランド　代表取締役社長
カワキ計測工業株式会社　代表取締役社長
宏洋サンテック株式会社　代表取締役社長

２ 山 田 　 進
(昭和17年10月14日生)

昭和41年１月 当社入社　東京営業所長

81,374株

昭和47年10月 当社代表取締役社長
平成18年６月 当社代表取締役会長
平成28年６月 当社取締役相談役

現在に至る
〔重要な兼職の状況〕
ヨシタケ・アームストロング株式会社　代表取締役
アームストロング・ヨシタケ株式会社　代表取締役
ヨシタケ・ワークス・タイランド　代表取締役会長
カワキ計測工業株式会社　代表取締役会長
宏洋サンテック株式会社　代表取締役会長

３ 島 　 勝 彦
(昭和37年７月23日生)

昭和60年４月 当社入社

8,900株
平成16年12月 当社経理部長
平成22年６月 当社取締役経理部長
平成26年４月 当社取締役総務部長兼経理部長

現在に至る
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候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 ) 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

４ 吉 野 幸 司
(昭和38年３月30日生)

昭和60年４月 当社入社

1,100株

平成16年12月 当社技術部長
平成23年11月 当社執行役技術部長兼購買部、品質保証部

担当
平成26年４月 当社執行役エンジニアリング事業本部長兼

品質保証部担当
平成26年６月 当社取締役エンジニアリング事業本部長兼

品質保証部担当
現在に至る

５ 早 川 健 二
(昭和37年12月17日生)

昭和59年10月 当社入社

6,000株
平成23年11月 当社執行役製造部長
平成24年４月 ヨシタケ・ワークス・タイランド　出向
平成27年４月 当社執行役生産本部長

現在に至る

６ 浅 田 幸 男
(昭和42年８月13日生)

平成３年１月 当社入社
2,000株平成26年４月 当社執行役エンジニアリング事業本部部長

現在に至る

７ 加 藤 　 敦
(昭和45年３月25日生)

平成４年４月 株式会社セーシン入社

―株平成22年４月 同社代表取締役（現任）
平成27年６月 当社取締役（現任）

現在に至る 
　(注）1.　取締役候補者山田　哲氏および山田　進氏は、ヨシタケ・アームストロング株式会社の代表取締役を

兼務しており、当社と同社はスチームトラップの販売について競業関係にあります。また、両氏はア
ームストロング・ヨシタケ株式会社、ヨシタケ・ワークス・タイランドおよび宏洋サンテック株式会
社ならびにカワキ計測工業株式会社の代表取締役を兼務しており、当社と同社とは製品・部品の取引
関係があります。

2.　その他の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
3.　加藤　敦氏は社外取締役候補者であります。
4.　社外取締役候補者に関する事項
(1) 社外取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。
加藤　敦氏は株式会社セーシンの代表取締役として経営経験があり、経営全般に対する助言を期待
し、社外取締役として選任をお願いするものです。
なお、同氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって３年であります。

(2) 当社と加藤　敦氏は、会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任の限度
額を法令が定める額とする契約を締結しており、同氏が再任された場合は、同様の内容の契約を継
続する予定であります。

(3) 加藤　敦氏の選任が承認された場合には、引き続き同氏は東京証券取引所が定める独立役員となり
ます。
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第４号議案　　監査役１名選任の件
　監査役１名が、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、監査
役１名の選任をお願いするものであります。
　監査役候補者は次のとおりであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

氏 名
( 生 年 月 日 ) 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

古 平 篤 彦
(昭和29年２月18日生)

平成元年１月 当社入社

2,400株

平成15年12月 当社総務部長
平成18年６月 当社取締役総務部長兼経理部担当
平成22年６月 当社取締役総務部長
平成23年11月 当社取締役総務部長兼製造部担当
平成26年４月 当社取締役製造部担当
平成26年６月 当社常勤監査役

現在に至る
　(注）　候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
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第５号議案　　会計監査人選任の件
　当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、本総会終結の時を
もって任期満了により退任されますので、新たに会計監査人の選任をお願い
するものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の決定に基づいております。
　また、監査役会が三優監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、同監
査法人の独立性および専門性、監査活動の適切性、効率性並びに監査報酬等
を総合的に勘案した結果、適任と判断したためであります。
　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

平成30年５月１日現在
名 称 三優監査法人
事 務 所 （主たる事務所）

　東京都新宿区西新宿一丁目24番１号　エステック情報ビル15F

（その他の事務所）
　札幌市中央区大通西四丁目６番地１　札幌大通西４ビル３F
　名古屋市中村区名駅南二丁目14番19号　住友生命名古屋ビル14F
　大阪市北区堂島浜一丁目４番16号　アクア堂島NBFタワー14F
　福岡市中央区天神二丁目14番13号　天神三井ビル8F

沿 革 昭和61年10月 監査法人三優会計社設立
昭和62年７月 大阪事務所　設置
平成２年12月 福岡事務所　設置
平成８年４月 三優監査法人に名称変更
平成８年７月 名古屋事務所　設置
平成27年７月 札幌事務所　設置

海外事務所との提携 平成８年１月 BDO Binder BV（現：BDO International Limited）
と業務提携

概 要 構成人員
　　　　　社員（公認会計士） 28名

職員（公認会計士） 101名
（その他監査従事者） 57名
（コンサルタント） 5名
（その他の職員） 23名

独立第三者委員 3名
合　計 217名

関与会社 200社

以　上
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第75期定時株主総会会場のご案内図

会　　場　　ＡＮＡクラウンプラザホテルグランコート名古屋
７階　ザ・グランコートⅠ
名古屋市中区金山町一丁目１番１号
Tel　052-683-4111
(受付は７階でいたしております。)
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